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１５ 県土
関連予算の執行額 （単位：千円）

会計 予算科目
予算執行額

区分 款 項 目

02 02 05 17,318一般 総務費 企画費 土地水対策費

06 04 02 3,999,699一般 農林水産業費 農地費 土地改良費 ※

06 04 03 1,241,373一般 農林水産業費 農地費 農地防災事業費 ※

06 05 06 3,255,755一般 農林水産業費 林業費 治山費 ※

06 06 08 1,311,397一般 農林水産業費 水産業費 漁港建設費 ※

08 01 01 302,544一般 土木費 土木管理費 土木総務費 ※

08 01 02 16,325一般 土木費 土木管理費 建設業指導監督費

08 03 01 302,077一般 土木費 河川海岸費 河川総務費 ※

08 03 02 8,712,158一般 土木費 河川海岸費 河川改良費 ※

08 03 03 3,841,465一般 土木費 河川海岸費 砂防費 ※

08 03 04 519,807一般 土木費 河川海岸費 海岸保全費 ※

08 04 02 2,697,377一般 土木費 港湾費 港湾建設費 ※

１ 建設産業の構造改革の推進

（建設管理課建設業振興指導室）１ 建設産業の再生支援

建設業者の経営体質強化や新分野進出への意識改革，気運の醸成を図るため，セミナーや講習会を

開催し，建設産業の再生を支援した。

２ 計画的な土地利用の推進

（用地対策課）１ 県土利用の計画的管理の推進

( ) 国土利用計画の策定及び管理1 1

ア 徳島県国土利用計画（第四次）の策定

平成３０年を目標年次とする県土利用のビジョンを示す徳島県国土利用計画（第四次）を策定

した。

イ 土地利用現況把握調査の実施

国土利用計画の管理運営の一環として，土地の現況を把握するために利用区分別の面積調査を

行った。
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( ) 土地利用基本計画の管理1 2

土地利用基本計画の管理事務の実施

徳島県土地利用基本計画に則し，適正かつ合理的な土地利用が図られているかの検討を行う

ため，土地利用基本計画の管理事務を行った。

（用地対策課）２ 土地利用規制対策等の推進

( ) 国土利用計画法の適切な運用及び合理的な土地利用の確保2 1

ア 土地売買等の審査等

土地売買等の届出に係る利用目的の審査及び取引価格の把握を行い，適正な土地利用の促進に

努めた。

土地売買等の届出（ 件，約 ）58 709ha

イ 土地利用対策会議の開催等

国土利用計画法，土地利用指導要綱等の適切な運用を図るため，土地利用対策会議を６回開催

し，適正な土地取引と無秩序な開発の防止に努めた。

開発行為の協議（ 件，約 ）5 18ha

ウ 地価調査の実施

国土利用計画法による土地取引の規制を適切かつ円滑に実施するため，地価調査を実施し，そ

の結果を公表した。

標準価格の判定及び周知（価格時点 平成 年 月 日，基準地数 宅地関係 地点，林21 7 1 201

地 地点，計 地点，公表日 平成 年 月 日）6 207 21 9 18

３ 水資源・エネルギーの確保

（森林整備課，流域振興課）１ 水資源の確保

( ) 安定した水供給の確保1 1

ア 河川総合開発事業（柴川谷川）の推進

柴川生活貯水池は平成 年度から事業に着手し，市道付替等の事業促進を図った。4

全体計画 年度 年度までの累計 進捗率H21 H21
事業名

事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 (事業費)

千円 千円 千円 ％
8,000,000 125,500 3,462,000 43.3柴 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄ ･工事用道路 ･施工計画

川 ダム ･市道付替 ･地形測量

（

谷柴 ･地質調査
川川 堤高 ･ﾀﾞﾑ詳細設計
総生 約 ｍ ･工事用道路40.0

合活 ･市道付替
開貯 総貯水量 ･環境調査
発水 約 万ｍ ･地質総合解析25.2

３

事池 ･橋梁架設
業 ･用地測量

）

･用地補償
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イ 堰堤改良事業（正木ダム）の推進

平成 年度から事業に着手し，老朽化したダム管理設備の改良及び更新により，安全で適正20

なダム管理の実現を図った。

全 体 計 画 年度 年度までの 進捗率21 21

事 業 名 ( ～ 年度) 事業費 累 計 事 業 費 (事業費)H20 24

事業費（千円） （千円） （千円） （％）

889,843 65,703 121,050 13.6堰堤改良事業

ウ 那賀川再生関連対策事業

国土交通省と連携し，長安口ダムの堆砂対策に係る関連調査，上下流の交流・連携の促進等を

行った。

事 業 名 事業費（千円） 備 考

7,324那賀川再生関連対策事業

( ) 合理的な水利用の促進1 2

水資源有効利活用対策事業

環境創造基金の運用益金を財源として，水資源の有限性等についての意識の浸透や水辺空間の

保全などにつながる啓発活動を行った。

事 業 名 事 業 費（千円） 備 考

500水資源有効利活用対策事業

( ) 良好な水資源の創造と保全1 3

ア 治山事業等の推進による水源かん養機能の強化促進

(ｱ) 治山事業の推進による水源かん養機能の強化促進

森林整備保全事業計画（平成 年～ 年）に基づき，水資源の確保を図るため計画的に実21 25

施し，水土保全に努めた。

事業名 平成 年度21

箇所 面積( ) 事業費（千円）ha

21 270.3 100,102保安林改良事業

12 62.3 29,864保育事業

1 25.8 101,990水源流域広域保全事業

1 9.5 65,004水源流域地域保全事業

22 719.8 386,497奥地保安林保全緊急対策事業

7 45.9 224,918水源の里保全緊急整備事業

64 1,133.6 908,375計
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(ｲ) 保安林の指定による水源かん養機能の保全

（単位： ）ha

平成 年度までの実績20

事業名 平成 年度 保安林の現況21

種別 面積

96,212 376 96,588保安林等整備管理 水源かん養
事業

干害防備 ( ) (－) ( )408 408

437 0 437

計 ( ) (－) ( )408 408

96,649 376 97,025

（注 （ ）書は，外書で兼種保安林である。）
国有林を含む。
四捨五入の関係で計が一致しない場合がある

４ 治山の推進

（森林整備課）１ 山地災害の防止

森林整備保全事業計画（平成 年～ 年）に基づき，各種治山事業を緊急度の高いものから計画21 25

的に実施し，復旧・予防に努めた。

事業名 平成２１年度

箇所 事業費（千円）

22 837,457復旧治山事業

25 446,950予防治山事業

4 124,942治山施設機能強化事業

3 70,323山地災害総合減災対策治山事業

2 75,219保安林管理道整備事業

56 1,554,891計

37 125,694県単治山事業

37 125,694計

93 1,680,585合計

（森林整備課）２ 保安林の整備

( ) 保安林の整備2 1

地域森林計画に基づき，適切な保安林の配備に努めた。
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（単位： ）ha

事業名 平成 年度までの実績 平成 年度 保安林の現況20 21

種別 面積

96,212 376 96,588保安林等整備管理 水源かん養
事業

土砂流出防備 ( ) (－) ( )16 16

13,827 100 13,927

土砂崩壊防備 ( ) (－) ( )3 3

180 180－

保健 ( ) (－) ( )7,522 7,522

234 234－

その他 ( ) (－) ( )408 408

2,085 2,085－

計 ( ) (－) ( )7,949 7,949

112,538 476 113,014

（注 （ ）書は，外書で兼種保安林である。）
国有林を含む。
四捨五入の関係で計が一致しない場合がある。

５ 砂防の推進

（砂防防災課）１ 砂防事業の推進

流域における荒廃地域の保全，土石流対策等を図るため 砂防えん堤 床固工の施工等により 災害, , ,

の防止に努めた。

事 業 名 箇 所 数 事 業 費（千円）

23 775,600通常砂防事業

11 377,200総合流域防災事業

48 126,407県単独砂防事業

82 1,279,207計

（砂防防災課）２ 地すべり対策事業の推進

地すべり防止区域内において，横ボーリング工，集水井工，水路工等を施工し，地すべりによる人

家，公共施設等の災害の防止に努めた。

事 業 名 箇 所 数 事 業 費（千円）

28 1,175,000地すべり対策事業

28 1,175,000計
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（砂防防災課）３ 急傾斜地崩壊対策事業の推進

急傾斜地の崩壊による災害の防止に努めるため，擁壁工，落石防護柵等を施工し，県民の生命を保

護することに努めた。

事 業 名 箇 所 数 事 業 費（千円）

17 534,150急傾斜地崩壊対策事業

1 11,440災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業

73 119,300県単独急傾斜地崩壊対策事業

91 664,890計

６ 河川改修の推進

（河川整備課，流域振興課）１ 安全な川づくり

( ) 河川改修事業1 1

広域河川改修事業及び高潮対策事業等を推進し，洪水等による被害の軽減に努め，県土の保全

を図った。

また，県単独事業により護岸等の整備や河道の維持補修を行い，災害の未然防止に努めた。

事 業 名 河 川 数 事 業 費（千円）

2 1,057,157直轄 直 轄 河 川 改 修 事 業

6 834,000広 域 河 川 改 修 事 業

14 1,311,000総 合 流 域 防 災 事 業

1 264,000国補 床上浸水対策特別緊急事業

2 70,000紀 伊 水 道 高 潮 対 策 事 業

1 862,000総 合 内 水 対 策 緊 急 事 業

河川管理施設長寿命化修繕
3 66,000計画策定事業

266,171河 川 特 殊 改 良 事 業
県単

835,533河 川 海 岸 維 持 修 繕 事 業

29 5,565,861計

( ) 吉野川・那賀川の河川整備計画の策定1 2

吉野川・那賀川では，河川整備基本方針の策定を受け，河川整備計画の策定に向けた具体的な

取り組みが行われている。

吉野川については，平成 年 月 日に「吉野川水系河川整備計画の策定に向けて」が国土18 5 23

交通省四国地方整備局より発表され，まずは無堤地区の解消や内水対策など 「吉野川の河川整，

備」についての河川整備計画の策定が進められ，平成 年 月 日に「吉野川水系河川整備計18 6 23

画（素案 」が公表された。）

この素案が公表されて以降，約３ヶ年に及ぶ「意見の聴取」と「計画への反映」を繰り返し行

い，平成 年 月 日に「吉野川水系河川整備計画」が策定された。21 8 28
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また，那賀川については，流域住民の方々で構成された「那賀川流域フォーラム 」から2030

の提言を受け，国と県が共同して平成 年 月 日に「那賀川水系河川整備計画（素案 」を18 11 22 ）

作成し，平成 年 月 日には「修正素案」を公表した。19 2 27

この素案及び修正素案に対し，流域住民の方々や学識経験者，関係市町長からの意見の聴取と

その反映を繰り返し行い，平成 年 月 日に「那賀川水系河川整備計画」が策定された。19 6 14

７ 海岸の保全

（水産課，農業基盤整備課，河川整備課，港湾空港課）１ 安全な海岸の整備

( ) 海岸高潮対策事業，海岸侵食対策事業，津波・高潮危機管理対策緊急事業，海岸耐震対策緊急1 1

事業，災害関連緊急流木等処理対策事業

海岸事業により，堤防，護岸及び突堤等の新設及び改良を行い，台風，高潮等による災害の防

止と県民生活の安定を図った。

課 名 事 業 名 事 業 費（千円）

水産課 漁港海岸保全施設整備
157,400事業

津波・高潮危機管理対
74,200策緊急事業

231,600計

267,000河川整 海岸侵食対策事業

備課 津波・高潮危機管理対
148,800策緊急事業

104,500海岸耐震対策緊急事業

災害関連緊急流木等処
26,496理対策事業

546,796計

179,700港湾空 海岸高潮対策事業

27,000港課 海岸侵食対策事業

津波・高潮危機管理対
109,300策緊急事業

316,000計

( ) 農地海岸施設等地震対策推進事業1 2

農地海岸施設等の耐震診断を行うとともに，診断結果に基づき，ハード・ソフト一体となった

防災対策を実施する。

課 名 事 業 名 年度事業費21

千円
4,942農業基盤整 農地海岸施設等地震対策推進事業

備課
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（農業基盤整備課）２ 親しまれる海岸の創造

( ) 海岸環境整備事業2 1

護岸，遊歩道整備，植栽等を行うことにより，親しまれる海岸創りを推進した。

全体計画 年度まで 進捗率21

課 名 事 業 名 年度事業費 の21

（ ）事業費 累計事業費 事業費

千円 千円 千円 ％
（ ）農業基 ～ 年度H6 H23

1,200,000 51,000 504,300 42.0盤整備 海岸環境整備事業
課

（注 ： 年度事業費は，事務費を含む。） 21


